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研究成果の概要（和文）： 

本研究の関心は、国際ビジネスにおける企業の競争優位が、これまでの自社を中心に据えた
視点でのビジネスモデルから、外部のコンピタンスをも統合・調整することのできる共生的な
企業間関係を前提としたビジネスモデルへシフトしつつある事実におかれた。そこで、企業の
動態的な競争優位の持続化について調査を続けてきた。そこから分かったのは、持続的競争優
位の源泉として有効とされるプラットフォームの構築は、既存の研究においても戦略的意義や
効果が見出されるものとしているのだが、事業の国際化と業際化が同期化する事業分野におい
ては、それぞれにおいて事業の方向性が異なるため、その論理が当てはまらないということで
ある。近年では、こうした国際化と業際化の同期化する事業分野が増えつつある状況といえる。
今後は、こうした状況下で構築されるプラットフォームを調査することで動態的競争優位に対
する新たな見解を提示することの必要性を感じている。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The concern of this research is the change of the competitive advantage in 
international business. It was important for the former business model to set the company 
to a center. Recently, the external capability is unified and adjusting is becoming important. 
Therefore, a competitive advantage is shifting to the business model on condition of the 
relationship between companies which are able to do coexistence. Therefore, we have 
continued investigation about the sustainability of the dynamic competitive advantages of 
the companies. 

We found out that the inter-business was increasing through the investigation. And in 
order to show our own viewpoint about the relationship between the inter-business and 
business platform, we continued our investigation. 
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１．研究開始当初の背景 
 今日のような情報通信技術(ICT)の高度化
は、業界間をシームレスに結びつけることを
前提とした事業環境へと進展させてきてい
る。それに伴って競争戦略の策定はビジネ
ス・エコシステム (生態系 ) (Iansiti and 
Levien:2004)の中でいかに競争優位の基盤
となる「プラットフォーム」を構築しうるか
がカギを握るようになってきている。こうし
た事業環境において、近年多くの注目を集め
ているのは Teece(1997,2009)の言うダイナ
ミック・ケイパビリティ(以下、DC)、すなわ
ち外部のコンピタンスを統合・調整し、再構
成する能力であり、また Chesbrough(2006)
の言うオープン・イノベーションである。し
かしながら、これらの理論では、外部市場に
おけるオープンでインテグラル(擦り合わせ
型)なイノベーションをベースにした「プラッ
トフォーム」の構築については十分に論じら
れていない。だが実際には、今日の国際ビジ
ネスでますます重視されるようになった国
際標準化と「プラットフォーム構築」におい
ては、その策定プロセスにおいて、開放系プ
ラットフォームを前提とした他社との協働
によるインテグラルなイノベーション活動
が確認されるようになってきている。 
近年の国際標準化活動は、業際的な標準化

を前提とすることが多く、そのためにあらか
じめコンソーシアムやフォーラムなど標準
化のための専門組織を通じて策定作業が進
められることが一般化してきている。その策
定作業の運営の仕方によって、その後の標準
策定後の普及にも影響をもつことから、標準
化に関するこれまでの研究においてもこう
した策定プロセスにも注目が集められるよ
う に な っ て い る （ Wegberg,2006 、
Warner,2006）。 
しかしながら、標準化に関する先行研究の

多くは、第一にこれまで主に ICT や PC ソ
フトウェアにおける互換性に関するネット
ワーク外部性やバンドワゴン効果、およびロ
ックイン効果やスイッチング・コストなど経
済的効果に注目が当てられてきた (Farrell 
and Saloner 1986, Cargill 1989, Basen and 
Farrell 1994,Shapiro and Varian 1998, 
Shapiro 2000, Jakobs 2000,2006,2008)。第
二に、ある特定技術や製品におけるデファク
ト標準化について、参入障壁による差別化と
規模の経済性による低コスト化に注目した
競争優位性の研究がなされてきた(山田 1993, 
新宅・許斐・柴田 2000、土井 2001、竹田・

内田・梶浦 2001)。これらはある一時点の標
準化競争について注目したものであり、断続
的 に 繰 り 返 さ れ る イ ノ ベ ー シ ョ ン
（Christensen 1997, Tushman and O’
Reilly Ⅲ 1997）と標準化競争に生き残って
いる企業の持続的競争優位性の解明という
ダイナミックな視点が欠けている。実際には、
例えば RFID(無線タグ)のように、今後巨大
市場の形成が期待されている技術の標準化
においては、開発企業だけでなくユーザー企
業からの要求も調整しながら、ビジネス生態
系総体の「プラットフォーム構築」を意識し
た国際標準化と、断続的なイノベーションを
前提としたビジネスモデルも登場するよう
になってきている。 
  われわれの関心は、このような国際標準化
への策定プロセスの中にみられるオープン
でインテグラルなイノベーションが確認さ
れる事例を調査し、こうした状況下で確認さ
れる競争優位性を分析することに置かれる
こととなった。 
 
２．研究の目的 
既述したように、近年の競争環境において

は、動態的な競争優位の獲得を目指す中でビ
ジネスモデルの構想が求められるが、そのた
めには企業の内部環境としては従来型のク
ローズドな技術開発と技術管理からオープ
ンな技術開発と技術管理への転換が不可欠
となっている。 
本研究では、こうした状況下で見出される

競争優位はどのようなものなのか、より具体
的には、どのような立場の企業が、どのよう
な行動から、どのような戦略的効果をつくり
出すのか等、DC の本質について解明するこ
とを目指している。 

 
３．研究の方法 
研究方法については、以下に示すように、

われわれ研究メンバーの専門性に即して進
めることとした。具体的には以下に示すとお
りである。 
研究代表者の内田康郎は、これまで主に標

準化と事業戦略の関係性を調査してきた。だ
が、競争戦略の視点から標準化が一企業にと
ってどのような効果があるかといった点で
は、これまでの自身の研究内容、さらには既
存研究では明らかにされていないため、この
あたりについて調べていくこととなった。 

研究分担者の林倬史は、競争戦略と DC と
の関係性を「戦略的知識創造と文化的多様



性」を基盤とした多様な認知アプローチの視
点から分析してきた。その結果、競争環境の
変化に対応しうる「持続的競争優位としての
標準化」を可能にするプラットフォームを創
出するような戦略的知識創造のマネジメン
トの重要性を指摘してきている。今回の共同
研究は、Platform Leadership(Gawer and 
Cusumano:2002) や The Keystone Advantage 
(Iansiti and Levien:2004)によって提起さ
れた論点をさらに理論的に進化させること
を目指した。  

研究分担者の井口知栄は、多国籍企業の在
外子会社の Subsidiary autonomy 
(Burgelman:1983), Subsidiary evolution 
(Sölvell and Birkinshaw:20)の側面から、
DC を分析してきた。子会社の役割変化が、外
部資源の源となる教育機関や研究所などの
組織との共同研究や、技術力向上に影響を与
えるという視点から本研究に取り組んだ。 
さらに、研究分担者の荒井将志は知的財産

権の持つ競争優位性、およびその今日的な役
割の変化を、主に国際標準化に着目しながら
研究を進めてきており、その結果、オープン
な企業間の技術的協調を前提とした Open 
Business Models (Chesbrough 2006)の積極
的な活用が重要になるという視点から本研
究課題に当たった次第である。 
 

４．研究成果 
本研究では、情報通信技術の（ICT）の高

度化とともに急速に進展しつつある業際化
の進展に注目することとなり、業際化の進展
が国際的な企業間競争の変容を推し進め、そ
の結果プラットフォームの構築と競争優位
の関係性にも影響を及ぼすとの仮説を導き
出すことができた。この仮説の背景にあった
のがビジネス・エコシステムの存在である。 

Iansiti and Levien(2004)も主張するよう
に、業際化の進展は特定企業の論理だけでつ
くられた戦略意図の実行を難しくさせてお
り、ビジネス・エコシステムを前提とした視
点からの競争優位構築が求められる事業分
野は増えてきている。こうした事業環境にお
いて、競争優位を構築する際に求められるの
が Teece(1997,2009)や Helfat ら（2007）の
言うダイナミック・ケイパビリティ（DC）、
すなわち外部のコンピタンスを統合・調整し、
再 構 成 す る 能 力 で あ り 、 ま た
Chesbrough(2006)の言うオープン・イノベー
ションであることは、すでに述べたとおりで
ある。 
しかしながら、これらの理論では、外部市

場におけるオープンでまた他社との共生的
なイノベーションをベースにしたプラット
フォームの構築については十分に論じられ
ているわけではなく、従来の競争戦略論で検
討されてきたプラットフォームが、こうした

新たな事業環境下でどのような競争優位を
見出しうるのかについて十分な検証が行わ
れたわけではなかった。その理由は、ICT と
関わる事業分野では、国際化と業際化が同期
化する中で事業環境が形成されるようにな
ってきていることが挙げられるからである。
そのためわれわれは、今日では「国際ビジネ
ス」だけでなく「業際ビジネス」に対しても
競争優位を見出しうる戦略構築が求められ
る事業分野が増えてきているとの認識に至
ることとなった。 
その認識に基づき、近年ますます重視され

る技術仕様の国際標準化に注目し、標準化が
進められる技術には国際的、かつ業際的両面
でのプラットフォーム機能が見いだせると
の見解のもと、こうした性格を持つプラット
フォームと競争優位の関係について調査を
行った。具体的には、インターネットの技術
である HTML と呼ばれる技術、あるいは
Bluetooth や RFID といった無線通信技術な
どが、国や地域、あるいは業界の枠を越えた
企業の連携をつくりだすプラットフォーム
と判断し、これらに対する調査を実施した。
その結果分かってきたことは、業際化の進展
がプラットフォームと競争戦略の関係性を
大きく変えつつあるということである。 
そもそも技術が国際標準化に向け目指さ

れるのは、当該技術を国や地域の異なる場所
で利用したとしても技術的特性に違いが生
じないようにすることにおかれる。その際、
標準を開発する企業側は、標準の目的を限定
し、多様性の排除が目指されることとなる。
戦略上、標準の用途を当該企業の想定する範
囲内で展開した方が、標準から得られる収益
を占有化できるためである。要するに、標準
の国際化は用途を特定した技術が利用され
る「地域の拡大」を意味するものとなる。 
一方、業際化が進展する場合、全く逆の性

質が見られることとなることがわかった。標
準の業際化は業界を越え、多様な利用者の用
途にあわせることが目指されるからだ。仮に、
用途が限定されてしまえば、当該技術は利用
者にとって扱いにくくなる場合が生ずる。扱
いにくい技術であれば普及もあまり進まず
将来的に標準化を遠ざけることとなってし
まう。このように標準の業際化が目指される
場合、当該標準の「用途の拡大」が実現され
なくてはならないこととなる。だが、用途の
拡大は、標準開発を進める企業の事業領域を
越える場合もあるため、単一企業での標準開
発は難しくなり、当該標準からの収益の占有
化も難しくなってしまう。 
以上のことから、「国際ビジネス」だけで

なく「業際ビジネス」に対しても競争優位を
見出しうる戦略構築が求められる事業分野
が増えてきているとの認識に至ることとな
り、今後こうした事業分野について引き続き



調査を続けていくことを考えている。 
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